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要 旨：教師―保護者間の連携の実態，連携を進めるための方法・手立てについて教師

の過去の経験から質問紙調査を行った．ほとんどの教師が過去に連携できた保護者がおり，

その保護者との関係は良好であった．一方で，7 割近くの教師が連携できなかった教師が

いることが明らかになった．連携できなかったことによる影響を感じている教師は多く，

教師と保護者が連携を進めるための重要性が示唆された．連携を進めるための方法・手立

てについては，状況に応じて活用するツールを工夫し，保護者と密な情報交換をすること

が大切であると示唆された．また，教師自身が取り組む手立てに加えて，保護者の取り組

みを期待する回答も多く，教師からの働きかけだけでは連携を進めるには不十分であり，

保護者の理解や協力を得ることも重要であることが明らかになった． 
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● 

Ⅰ．はじめに 

 
子どもにとって家族はもっとも身近な存在

であり，教師も学校生活を通して長い時間を共

に過ごす．保護者と教師それぞれの関わり方や

育て方は子どもに影響し，保護者と教師の関わ

り方次第で良い影響も悪い影響も与える．文部

科学省中央教育審議会初等中等教育分科会

(2012)5)では，学校と家庭が密接に連携するこ

とが障害のある子どもの支援を行う上で重要

であると示唆している．特別支援教育は，児童

生徒一人ひとりの教育的ニーズを把握して適

切な教育的支援を行うものであり，2004 年に

公表した「小・中学校における LD(学習障害)，
ADHD(注意欠陥/多動性障害)，高機能自閉症の

児童生徒への教育支援体制の整備のためのガ

イドライン(試案)」4)では，教師用，保護者用共

に保護者，教師との連携に関する内容が記載さ

れている．これらのことから，保護者と教師が

連携していくことは子どもへの適切な支援を

していくことや，子どもが成長する上で重要な

役割を担っているといえる． 
柳澤(2014)10)は，教師を含む専門家と障害の

ある保護者(家族)との連携・協力に関わる先行

研究を概観し，特別支援教育における教師と保

護者との連携の意味と今後の方向性について

論考しており，その中で教師が保護者と連携す

る上で必要とされる条件として，「信頼関係」

「コミュニケーション」「敬意」「献身」「対等

性」「アドボカシー」「共感性」「親密性」「エン

パワメント」の 9 つを挙げている．いずれも保

護者と教師の関係づくりに欠かせないもので

ある．駒形(2012)3)は，問題行動を繰り返す生

徒の変容を促すため，母親と学級担任がどのよ

うに連携していけばよいかを検討した．その中

で，「受容」「協働」「移譲」の 3 つのプロセスに

よる連携が，問題行動を繰り返す生徒の変容を

促すことに有効であったことが分かっている． 
馬場ら(2007)2)は，特別支援教室への申し込
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み用紙に記入された相談内容をデータとして，

保護者と担任の課題意識の相違について検討

をしている．その結果，年度が進むにつれ保護

者と担任の課題意識の相違が大きくなってい

ることがうかがわれた．また，年齢段階の要因

から考えると，特に中学生の保護者と担任にお

いて，共通理解を得ることが難しいことが明ら

かとなった．三宅(2012)6)は，幼稚園教諭，小・

中学校教諭，特別支援学校教諭を対象に，保護

者のニーズへの対応の難しさ，保護者の支援ニ

ーズと学校現場でできる支援とのズレに関す

る質問紙を配布し，学校における教師と保護者

とのより良い連携づくりやより良い保護者支

援について考察した．その結果，保護者からの

支援ニーズと学校現場で出来る支援との間の

ズレに困ったことがどの程度あるかを尋ねた．

結果，困ったことは特にないと回答したのは 3
名(17%)のみで，8 割以上の教師が，程度の差

はあってもズレに困ったことがあることが明

らかになった．また，ズレの頻度に関しては 3
割の教師が「非常にある」「かなりある」と回

答していたが，そのほとんどが特別支援教育コ

ーディネーターや通級指導教室担当など，保護

者と通常学級担任との間を取り持つ役割を担

う教師であることが分かった．安藤・上村

(2012)1)は，文献研究によって保護者面談で教

師と保護者の子どもの捉えが異なった際の面

談の展開パターンを作成した．それを基に保護

者にインタビュー調査を行い，子どもの捉えに

ズレが生じた際，どのような葛藤を抱えて教師

と関わっていたのかを明らかにした．その結果，

子どもの捉えのズレを保護者が教師へ伝えら

れないパターンの保護者の回答から，「教師の

役割の煩雑さ」「教師の専門性への尊重」「我が

子への強い思い」の 3 つの要因から教師に遠慮

してしまうことが分かった．また，保護者自身

の気持ちや考えを伝えても，教師の対応策に反

映させてもらえなかったパターンの保護者の

回答から，「先入観や立場に左右されやすい教

師の態度」と，「怒りをぶつけられない保護者

の実状」があることが分かった．そしてどちら

のパターンの保護者も，共に「保護者が教師に

遠慮している実状」があった． 
こういったように，先行研究では，教師－保

護者間の認識のズレを指摘する研究が多いが，

連携についての実態や，連携を進めていくため

の具体的な方法や手立てについて調査した研

究は少ない．そこで，教師－保護者間の連携の

実態，連携を進めるための方法・手立てについ

て教師の視点から明らかにすることを本研究

の目的とする． 
本研究では，「連携」を「教師と保護者が協

力しながら子どもの援助を行うこと(必ずしも

共通の認識を持たなくてよい)」とする． 
 

● 

Ⅱ．方法 

 
１．対象者・手続き 

東京都・埼玉県の小学校知的障害特別支援学

級 685 校，全国の特別支援学校 1149 校の教師

を対象に質問紙調査を行った．返送があった

901 校(回収率 49.1%)の中から，特別支援学級

の担任教師，特別支援学校の知的障害児を担当

する教師 669 名を分析対象とした．そのうち，

小学校知的特別支援学級の教師は 250 名

(37.4%)，特別支援学校の教師は 419 名(62.6%)
で，特別支援学校の教師の担当学部(複数回答

可)は，小学部 352 名(84.0%)，中学部 7 名(1.7%)，
高等部 56 名(13.4%)である．平均教員年数は

22.5 年(SD=10.1)である． 
2016 年 7 月に，対象とした小学校，特別支

援学校に質問紙を郵送し，各教師が質問項目に

回答した後に直接返送してもらった． 
質問紙の構成は，①フェイスシート，②連携

ができた保護者について，③連携ができなかっ

た保護者について，④連携を進めるための方

法・手立てについて，具体的に回答を求めた． 
 
２．調査内容 

回答者に，「連携できた保護者」，「連携でき

なかった保護者」の 2 タイプの保護者と過去に

関わったことがある場合，各 1 名ずつ挙げても

らった．連携できた保護者，連携できなかった

保護者それぞれ，保護者との状況について，「情

報伝達をする方法(直接話す，連絡帳を通じて，

等)があった」「保護者から家庭での児童・生徒

の様子を知ることができた」「保護者に学校で

の児童・生徒の様子を知ってもらった」「児童・

生徒に関する希望，要望を保護者に言うことが

できた」「児童・生徒に関する希望，要望を家

庭で取り入れてもらえた」「保護者からの希望，

要望を聞きとれた」「保護者からの希望，要望

を学校で取り入れた」からあてはまるものに回

答をしてもらった(複数回答可)．加えて，連携

できた保護者については，連携できたことによ

る効果を「効果はあった」「効果はなかった」「そ

の他」の 3 つから選んで回答してもらった．連
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携できなかった保護者については，連携できな

かったことによる影響を「影響はあった」「影

響はなかった」「その他」の 3 つから選んで回

答してもらった．また，連携を進めるための方

法・手立てを自由記述で回答を求めた． 
 
３．分析方法 

選択式質問項目の回答については，単純集計

とし，割合を算出した．自由記述式質問項目の

回答については，KJ 法を用いてカテゴリー分

けを行った． 
 

４．倫理的配慮について 

 本研究への協力と発表において，調査の依頼

文において得られた情報は研究の目的以外で

使用しないこと，個人・学校が特定されないよ

う配慮することを明記した．調査用紙の回収を

もって調査への同意が得られたものとした．個

人情報に十分留意し，倫理的配慮を行った． 
 

● 

Ⅲ．結果 

 

１．連携できた保護者について 

 過去に連携できた保護者の有無の回答(n=667)
は，「いた」が 663 名(99.4%)，「いなかった」が

2 名(0.3%)，「その他」が 2 名(0.3%)であった． 
連携できた保護者との状況 ( 複数回答

可)(n=663)は，「情報伝達をする方法があった」

が 642 名(96.8%)，「保護者から家庭での児童の

様子を知ることができた」が631名(95.2%)，「保

護者に学校での児童の様子を知ってもらえた」

が 628 名(94.7%)，「児童に関する希望・要望を

保護者に言うことができた」が 529 名(79.8%)，
「児童に関する希望・要望を家庭で取り入れて

もらえた」が 524 名(79.0%)，「保護者からの希

望・要望を聞きとれた」が 565 名(85.2%)，「保

護者からの希望・要望を学校で取り入れた」が

549 名(82.8%)であった． 
 連携できたことによる効果(n=658)は，「効果

はあった」が 649 名(98.6%)，「効果はなかった」

が 4 名(0.6%)，「その他」が 5 名(0.8%)であった． 
(Table 1，2，3) 
 
２．連携できなかった保護者について 

連携できなかった保護者の有無の回答

(n=610)は，「いた」が 426 名(69.8%)，「いなか

った」が 165名(27.0%)，「その他」が 19名(3.1%)
であった． 
連携できなかった保護者との状況(複数回答

可)(n=426)は，「情報伝達をする方法があった」

が 357 名(83.8%)，「保護者から家庭での児童の

様子を知ることができた」が201名(47.2%)，「保

護者に学校での児童の様子を知ってもらえた」

が 310 名(72.8%)，「児童に関する希望・要望を

保護者に言うことができた」が 223 名(52.3%)，
「児童に関する希望・要望を家庭で取り入れて

もらえた」が 30 名(7.0%)，「保護者からの希望・

要望を聞きとれた」が 240 名(56.3%)，「保護者

からの希望・要望を学校で取り入れた」が 183
名(43.0%)であった． 
連携できなかったことによる影響(n=422)は，

Table 1 過去に連携できた保護者の有無（n=667） 

人数（人） 割合（%） 

いた 663 99.4 

いなかった 2 0.3 

その他 2 0.3 

Table 3 連携できたことによる効果の有無（n=658） 

人数（人） 割合（%）

効果はあった 649 98.6 

効果はなかった 4 0.6 

その他 5 0.8 

Table 2 連携できた保護者との状況（複数回答可）（n=663） 

  人数(人) 割合(%) 

情報伝達をする方法があった 642 96.8 

家庭での様子を知れた 631 95.2 

学校での様子を知ってもらえた 628 94.7 

学校からの希望・要望を言えた 529 79.8 

学校からの希望・要望を取り入れてくれた 524 79.0 

保護者からの希望・要望を聞けた 565 85.2 

保護者からの希望・要望を取り入れた 549 82.8 
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「影響はあった」が 374 名(88.6%)，「影響はな

かった」が 33 名(7.8%)，「その他」が 15 名(3.5%)
であった．(Table 4，5，6) 
 
３．連携を進めるための方法・手立てについて 

連携を進めるための方法・手立て(自由記

述)(n=669)の回答を KJ 法によって分類したと

ころ，「方法(ツール)」が 348 件(52.0%)，「方法

(内容)」が 972 件(145.3%)，「教師・学校の取り

組み」が 133 件(19.9%)，「保護者・家庭への期

待」が 12 件(1.8%)，「第 3 者機関の利用」が 26
件(3.9%)であった．(Table 7) 
 

● 

Ⅳ．考察 

 
ほとんどの教師が過去に連携できたと感じ

る保護者がおり，その保護者とは情報の共有や，

お互いの要望の伝達，受け入れができていた．

教師は連携できた保護者とはかなり良好な関

係を築けていたことがうかがえる．連携による

効果は，9 割以上の教師が効果はあったと回答

しており，連携をすることでメリットがあった

と感じている教師は多いことが明らかになった． 
連携できなかった保護者に関して，7 割近く

の教師が過去に連携できなかった保護者がい

ると回答しており，その連携できなかった保護

者とは，情報伝達をする手段があり，学校での

様子を知ってもらうことができていた．連携で

きない保護者に要望を伝えたり聞いたりする

ことは難しいが最低限の情報の伝達は可能で

あることが明らかになった．連携できなかった

ことに何らかの影響があったと回答した教師

は 9 割近くおり，教師と保護者が連携を進める

ことの重要性が示唆された． 
「連絡帳」「面談・訪問」「電話」といった具

体的な「方法(ツール)」や，「情報伝達・共有」，

「迅速・適切な指導・対応」といった「方法(内
容)」についての回答が多く挙げられた．このこ

とから，状況に応じて活用するツールを工夫し，

保護者と密な情報交換をすることが大切であ

ると示唆された．特に，連絡帳に関しては，中

川(2013)7)が単なる事務連絡としての機能でな

く，子どもの日々の生活実態をより性格に把握

するための記録として，家庭と学校が連携して

指導・支援していくためのツールとして，保護

者や教師を支援する方法を見出すツールとし

て活用できると考察しており，重要なツールで

あることがうかがえる．その他に，「受容・共

感」という回答も多く見受けられた．山岡

(2007)9)は，保護者が自分の子どもを愛し，成

長を願うことは当然のことであり，その思いが

強すぎて周りが見えず，過度な特別扱いを求め

てくる場合や，バランスを欠いた要望をしてく

る場合もある．そういった場合に最初から拒絶

的な態度で臨むと保護者との良好な関係が築

けず，問題解決に繋がらない結果になってしま

うことが多い．受容と共感を大切にしながら保

護者の気持ちをしっかりと受け止め，出来る限

りのことはする用意があることを誠意もって

伝えることが大切であると述べている．教師が

カウンセリングマインドを持って保護者に対

Table 4 過去に連携できなかった保護者の有無（n=610）

人数（人） 割合（%） 

いた 426 69.8 

いなかった 165 27.0 

その他 19 3.1 

Table 6 連携できなかったことによる影響の有無（n=422） 

 人数（人） 割合（%） 

影響はあった 374 88.6 

影響はなかった 33 7.8 

その他 15 3.5 

Table 5 連携できなかった保護者との状況（複数回答可）（n=426） 

  人数（人） 割合（%） 

情報伝達をする方法があった 357 83.8 

家庭での様子を知れた 201 47.2 

学校での様子を知ってもらえた 310 72.8 

学校からの希望・要望を言えた 223 52.3 

学校からの希望・要望を取り入れてくれた 30 7.0 

保護者からの希望・要望を聞けた 240 56.3 

保護者からの希望・要望を取り入れた 183 43.0 
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応する必要があることがこのことからも示唆

された．三宅(2012)6)は，保護者からの支援ニ

ーズと学校現場で出来る支援との間のズレを

緩和する手立てについて，「保護者とのコミュ

ニケーション・情報交換・関係作り」「保護者

と協同での事例検討・研修」「保護者間の関係

作り」「支援の手立ての工夫・ブラッシュアッ

プ」「校内体制作り」の 5 つを挙げている．こ

れらはすべて教師が取り組む手立てであるが，

本調査では教師が取り組む手立てに加えて保

護者の取り組みを期待する回答も見受けられ

た．瀬戸(2013)8)は，援助チームにおいて保護

者は心理教育的援助サービスの利用者(受け手)
であると同時に，援助に関わる専門家と位置付

けられるという両方の立場を持つと示唆して

おり，教師からの働きかけだけでは連携をして

いくには不十分であり，保護者の理解や協力を

得ることも重要であることが明らかになった． 
本研究の課題として，担任教師に対する質問

紙であるため一方的な判断であったことが挙

げられる．また，教師の過去の経験から得られ

た知見であるため，連携を進めるための手立て

や方法の実際の効果については明らかになっ

ていない．今後，事例等を通して検討する必要

があろう． 
 
 

 

Table 7 連携を進めるための方法・手立て（n=699） 

カテゴリー サブカテゴリー 

方法（ツール）348（52.0%） 

連絡帳 114（17.0%） 

面談・訪問 68（10.2%） 

電話 62（9.3%） 

授業参観・行事 30（4.5%） 

送迎時 20（3.0%） 

通信 19（2.9%） 

個別の支援計画・指導計画 18（2.7%） 

関係者会議 5（0.8%） 

写真・動画の活用 3（0.5%） 

アンケート 2（0.3%） 

メール 2（0.3%） 

その他 5（0.8%） 

方法（内容）972（145.3%） 

情報伝達・共有 346（51.7%） 

迅速・適切な指導・対応 121（18.1%） 

積極的な話し合い 83（12.4%） 

受容・共感 79（11.9%） 

子ども中心の対応 74（11.1%） 

保護者―教師の信頼関係 73（10.1%） 

こまめな会話 59（8.9%） 

丁寧な対応 54（8.1%） 

意見・要望の伝達 43（6.4%） 

お互いの尊重 40（6.0%） 

教師・学校の取り組み 133（19.9%） 

子どもへの適切な指導・対応 66（9.9%） 

保護者・家庭の実態把握 27（4.0%） 

校内の協力 23（3.4%） 

教師の専門性の向上 17（2.5%） 

保護者・家庭への期待 12（1.8%） 

子ども理解・障害受容 9（1.4%） 

家族の協力 2（0.3%） 

家庭環境の安定 1（0.2%） 

第 3 者の利用 26（3.9%） 
外部機関の協力 25（3.6%） 

地域の協力 1（0.1%） 
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